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要旨 

日本のソフトウェア業界の人材育成は IT スキル標準

（ITSS）が発表されるまで、プログラミング言語教育＋

OJT という非体系的な教育が中心だった。一方、大手

SIer 向けに作られた ITSS は大企業を中心に導入が進んだ

が、中小のソフトウェアハウスや情報子会社では自社業務

との不適合等で導入を断念、体系的な人材育成に課題を残

している。情報子会社である弊社でも ITSS を自社業務に

合うように改変し導入してきたが「レベル判定の仕組み」

が心理的な反発や見做し判定などを招き活用度が高まらな

かった。そこで「人材育成の仕組み」として再構築するた

めに現場技術者を中心としたプロジェクトを発足させ、

ITSS の課題を明確にするとともに、iCD と PBL を活用し

た IT 技術者育成体系を再構築したので報告する。 

 

１．日本の IT 教育 

26 年前（1992.6.6）発行の日経新聞に慶應義塾大学大岩

元教授が日本の IT 教育について憂慮を表明した記事があ

る。 

「日本のソフト技術者 専門教育充実の必要 

・日本のソフトウェア業界の教育は最低限必要な PG 言

語の文法のみを教えそれ以降は OJT に頼ったが、これ

は日本語が話せない外国人に最低限の日本語文法を教

え新聞記事を書かせるようなものである。 

・日本の大学では体系的なコンピュータ科学を教えら

れる教官が育っていない。 

・CMMI を開発したカーネギーメロン大学のハンフリー

教授は日本の IT 業界を視察し、少数大企業のソフト

ウェア品質は良いがそのほかのソフトウェアハウスの

殆どは最低品質のプロセスだと指摘」 

経済産業省は 2002 年に IT プロフェッショナル人材育成

を目的とした ITSS を公開[1]、以降大手 SIer を中心に

ITSS の導入が進んだが、IT 企業全体としては 28％に留ま

っている。その理由として約 40％の企業が「ITSS が自社

の業務と不適合」を挙げている[2]。SI ビジネスにより発

展した日本のソフトウェア産業は、大手 SIer をトップに

子会社、孫会社に下流工程をアウトソースする下請け階層

型構造が形成されてきた[3]。また、ユーザ企業も情報子

会社を設立し IT 業務のアウトソース化を進めた。こうし

た子会社や中小のソフトウェアハウスでは、小規模の開発

や保守・運転業務が中心となり、大手 SIer を中心に作ら

れた ITSS では業務自体が合わなかったのである。大岩教

授が指摘した状況は残念ながら今も変わっていないと思わ

れる。 

 

２．中電シーティーアイにおけるスキル標準導入の経緯 

弊社においても 2006 年に社外サービスを用いた ITSS 診

断で技術者のレベル把握を開始したが、実業務（システム

保守、解析業務）とのギャップ等から活用が滞っていた。

そのため 2010 年より現場の実業務に合わせたスキル標準

（初版 CPSS：Chuden cti Professional Skill Standard）を作

成し運用してきたが、これも現場の活用意欲は高まらなか

った。CPSS を「技術力の共通のものさし」として導入した

ため、測ること、つまり社員のレベル判定に労力を割いて

しまい、肝心な研修体系の整備が進まなかった。 

また、「レベル判定の仕組み」が現場の心理的な反発や

見做し判定などを招き信頼を得られなくなってしまった。

そのため、2015 年の電力自由による経営環境の変化を契機

とした長期ビジョンの策定を機に、「人財育成の体系的な

仕組み」としての改訂版 CPSS の策定プロジェクトを開始

した。ビジョン達成に必要なタスク、そのタスクを実行で

きる高度 IT 人材と必要数などを改めて洗い出し、現場技

術者と膝を詰めて 3 年に亘り検討をおこなってきた。そこ

から見えてきた課題と改訂の方向性を以下に整理する。 

 

３．CPSS の課題 

（１）コンサル委託…現場自らが策定 

 初版 CPSS は現場の負担軽減と短期に全社展開するため、

策定をコンサル会社に依頼した。現場ヒアリングをベース

にコンサル側で原案を策定し、現場代表者会議で承認する

という形をとったが、社員自らが作業や検討を行っていな

いため、「与えられた基準」という感がぬぐえなかったこ

とも活用を阻害する一因であった。 

そこで今回は試行部署を決め、現場の技術者自らが i ｺﾝ

ﾋﾟﾃﾝｼﾃﾞｨｸｼｮﾅﾘ（iCD）[4]を基に必要なタスクを洗い出し、

必要スキルを定義していった。そのため作成に 2 年余の歳

月を要したが、「自らが作った基準」として納得感を得ら

れることができた。 

 

（２）開発・保守全てを経験できない 

…職種から専門分野へ細分化 

当社は保守・運用をベースに再開発を担うことがコアビ

ジネスであり、アプリケーションの開発・保守の上流から

下流までを主導的に担うアプリケーションスペシャリスト

（ＡＰＳ)をベース人材として位置づけている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１ 中電シーティーアイキャリアフレームワーク 
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トマネージャ（ＰＭ）はＡＰＳの中から適性に優れた人材

を選抜・育成するキャリアフレームワークを設定している。

また、レベルはベーシックからエクゼクティブの 5 段階に

設定され、中核的人財として入社 10 年を目安にアソシエ

イトが設定されている(図１)。 

しかしながら、情報子会社として開発より保守件名が圧

倒的に多い中、上流工程（要件定義）やプロジェクトマネ

ジメントを経験できる社員は限られ、開発・保守全てを経

験することは現実的には不可能に近かった。そのため一部

に経験できていないスキルがあるにも拘わらず、入社年数

を目安としたレベル認定をクリアさせるため、上司が「総

合的に勘案し経験あり」として判定するようになった。初

版 CPSS が育成ではなくレベル判定の制度と見做されれば、

このような事態は避けられず、制度設計自体に問題があっ

たといえる。 

この反省を踏まえ今回の改定プロジェクトでは、開発・

保守全ての業務経験を問うのではなく、専門性がある業務

群に分解した専門分野を定義し、それらを難易度に応じた

レベルで診断するようにした(図２)。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２ 職種から専門分野への細分化 

 

 

（３）診断項目として iCD を採用 

…スキル・経験の標準化より正確な把握が可能に 

専門分野のスキルレベルの把握には、最新の iCD を採用

した。初版 CPSS では PM 経験のない技術者が保守の「要件

定義」や「時間管理」を PM の「ｽｺｰﾌﾟﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ」や「ﾀｲﾑﾏﾈ

ｼﾞﾒﾝﾄ」と解釈する例が多かった。しかし技術者自らが iCD

をベースに専門分野基準を策定していく中で、用語の意味

の理解とその共通認識ができるようになり、保守業務にお

ける「要件定義」や「時間管理」が PMBOK で定義される

「ｽｺｰﾌﾟﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ」や「ﾀｲﾑﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ」とは異なるという理解

が共有された。iCD を利用することでプロジェクトマネジ

メントや要件定義でのスキル把握がより正確に把握できる

ようになった（図３）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３ iCD によるスキル診断項目とスコア定義 

 

４．CPSS 改訂の方向性 

（１）職種のレベル判定より専門分野／レベルの可視化 

 先ほども述べたように、開発より保守件名が圧倒的に多

い情報子会社では上流工程（要件定義）やプロジェクトマ

ネジメントを経験できる社員は限られている。また、共通

班（標準化やデータ管理等）も専門性が必要であり、経験

豊かな技術者に固定することでリスクを低減する傾向があ

る。こうした技術者個人の特性により専門性を積んでいく

ことは、すべての技術者が平等により深く、より広く経験

を積んでいくことより現実的である。会社にとって重要な

事は、 

①将来必要な技術者の目標を大まかに把握し、 

②現在の技術者レベルの可視化を行い、 

③目標に向けて計画的に育成することである。 

これまで初版 CPSS では入社 10 年後の中核人財としての

「アソシエイト」診断が重要な位置づけと認識されていた。

筆者らはこれが逆に正確な診断と計画的な育成を阻んでき

たと推測する。「アソシエイト」のような呼称を廃止し、

技術者の専門分野／レベル管理を充実することも改定のひ

とつのオプションである。 

 

 （２）モチベーション向上のための社外認定制度の活用 

レベル呼称を廃止する場合、モチベーション対策はどう

すべきだろうか？ 筆者らは情報処理学会が平成 26 年度

に創設した認定情報技術者（CITP）をその代替とすること

を提案したい。CITP 制度は「高度な能力を持つ情報技術者
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を可視化し、その社会的地位の確立を図ること」[5]であ

り、以下の特徴を持つ。 

・IFIP-IP3より国際的な高度IT人材プロフェッショナル

資格制度の認定取得(2018年2月)。 

・継続的研鑽（CPD: Continuing Professional  

Development）による資格の3年更新 

特に継続的研鑽は、これからの超スマート社会において

最も重要な能力となり、CPD ポイントによる 3 年更新は学

ぶモチベーション維持に役立つ。 

弊社では平成 27 年度より CITP 取得支援制度を創設し、

これまでに 21 名が個人認証されており、自社内のコミュ

ニティ活動による技術研鑽も活発に行われている(図４)。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４ 中電シーティーアイ CITP 認証数 

５．体系的な研修の整備 

（１）PBL をベースとした体系的な IT 実践研修の整備 

冒頭に述べたように日本のソフトウェア業界では非体系

的な OJT ベースの研修が長く続いてきたが、当社でも初版

CPSS 導入時に研修体系が整備されず OJT ベースの研修が続

いていた。 

OJT は重要であるがそれだけでは進化の激しい IT 業界で

は取り残されてしまう。特にソフトウェア工学に関する研

究組織をもたない企業では現場で使われている技術の可視

化や向上は難しい。そこで当社では業界最新のプロジェク

トベースドラーニング（PBL:Project-Based Learning）を

取り入れた「IT スキル系研修受講モデル」（図５）を策定

し、平成 30年度より提供開始している。 

本研修体系の狙いは 

①最新 IT 知識･スキルの体系的習得（OJT の補完・支援）  

②学び･考え続けることの習慣化 

③入社 3年間で共通的に必要な基礎実践力を習得 

④大学教育のプロジェクト疑似体験が低いための補強 

である。 

また、入社 3 年目には基礎実践力総合演習を設け、SE に

求められる基礎実践の早期力習得を図っている（図６） 

 

 

 

 

 

 

図６ 入社 3 年目の基礎実践力総合演習のカリキュラム 
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⑧ｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝ設計実践[社外･2 日] 

⑦ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ基礎[社外･2日] 

文書作成個別指導[社内] 

②ｱﾙｺﾞﾘｽﾞﾑ基本実践 
[社外･2日] 

新入社員研修 
（ｱﾙｺﾞﾘｽﾞﾑ･Java ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾐﾝｸﾞ･ｵﾌﾞｼﾞｪｸﾄ指向基本[社外]、ｼｽﾃﾑ開発ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ基本(疑似体験)[社内]） 

①ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ基礎（ﾊｰﾄﾞ･ｿﾌﾄｳｴｱ、DB、ﾈｯﾄﾜｰｸ）[社外・4日] 

③ｼｽﾃﾑ基盤構築実践 
[社外・16日] 

基本情報技術者資格取得支援[社外・6日] 1 年目振り返り研修[社内] 

新入社員研修 
(論理的思考[社外] 文章表現力向上[社外] 行動姿勢[社内]) 

新入社員研修[社内] 
(中部電力の事業内容) 
 

④最先端技術概説 
[社内・1日] 

⑤ｾｷｭﾘﾃｨ実践基礎 
[社外・1日] 

⑬ｾｷｭﾘﾃｨ実践応用 
[社外・1日] 

⑳ﾃﾞｰﾀｻｲｴﾝｽ実践基礎
[社外･5日] 

㉙ｾｷｭﾘﾃｨﾌﾟﾛﾌｪｯｼｮﾅﾙ
応用[社外] 

㉘ｾｷｭﾘﾃｨﾌﾟﾛﾌｪｯｼｮﾅﾙ

基礎[社内] 

㉗AI 実践基礎[社外] 

㉑ﾃﾞｰﾀｻｲｴﾝｽ実践応用
[社外･5日] 

㉖ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ標準

CTI 版[社内] 

㉔ｱｼﾞｬｲﾙ開発応用[社外] 

⑫ｱｼﾞｬｲﾙ開発基礎[社外･1日] 

図５ IT スキル系研修受講モデル 
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（２）ビジネススキル系研修体系 

当社ではコンサルティング業務などより付加価値の高い

ビジネスの拡大を目指しており、それに必要なビジネスス

キル体系を下記の考え方で整備している。（図 7）。 

・入社 3年目までにビジネススキル基礎（文書表現力、

論理的思考、問題解決）を学ぶ 

・重要なビジネススキルは基礎から応用までを段階的に

繰り返し学ぶ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図７ ビジネススキル研修体系 

 

（３）情報学の必要スキルをカバー 

平成 28年日本学術会議は学問として「情報学分野」を

策定し情報学に必要なジェネリックスキルとして論理的思

考、問題発見、課題解決、コミュニケーション、リーダー

シップなどを挙げ、従来の講義・演習に加えプロジェクト

学習も必要と提言している[6]。今回作り上げた ITスキル

研修体系とビジネススキル研修体系は情報学の要求に沿っ

たカリキュラムとなっている。 

 

６．おわりに 

 平成 27年度から専属要員 2名を充て CPSS改訂のプロジ

ェクトを進めてきた。2017年 4月 1日には IPAより iCD活

用ゴールド企業認証を戴いたが、それ以上に手ごたえを感

じるのは現場技術者と一体で 3年間にわたり育成体系の基

礎を作り上げてきたことである。詳細な制度はこれからに

なるが骨格は納得いくものであり、実践的な研修体系と合

わせ高い活用が期待される。 
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年齢 文章力 論理的思考 問題解決 コミュニケーション リーダーシップ
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